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Ⅲ 調査の概要 

１ 調査の目的 

2020 年農林業センサスは、我が国の農林業の生産構造、就業構造及び農山村等の農

林業をとりまく実態を明らかにするとともに、我が国の農林行政の推進に必要な基礎

資料を整備することを目的として実施した。 

 

２ 根拠法規 

2020 年農林業センサスは、統計法（平成 19 年法律第 53 号）第２条第４項に基づく

基幹統計の作成を目的とする統計調査として、統計法施行令（平成 20 年政令第 334

号）、農林業センサス規則（昭和 44 年農林省令第 39 号）及び平成 16 年５月 20 日農

林水産省告示第 1071号（農林業センサス規則第５条第１項の農林水産大臣が定める農

林業経営体等を定める件）に基づき実施している。 

 

３ 調査体系 

注： 農業集落調査における地方農政局等の職員による調査は、民間事業者から調査票を配布で

きない特別な事情がある場合に実施した。 

 

調査の 

種類 
調査の対象 調査の系統 調査の方法 

農林業 

経営体 

調 査 

 

農林産物の生産を行

うか又は委託を受け

て農林業作業を行

い、生産又は作業に

係る面積・頭羽数が

一定規模以上の「農

林業生産活動」を行

う者 

農林水産省 
│ 

都道府県 
│ 

市区町村 
│ 

統計調査員 
│ 

調査対象 
（農林業経営体） 

調査員調査又はオン

ライン調査 

（調査員調査は自計

調査を基本とし、面

接調査も可能。） 

農 山 村 

地域調査 

【市区町村調査】 

全ての市区町村 

農林水産省 
│ 

調査対象 
（市区町村） 

オンライン調査又は

往復郵送による自計

調査 

【農業集落調査】 

全域が市街化区域に

含まれる農業集落を

除く全ての農業集落 

農林水産省 
（民間事業者 
又は地方農政局
等の職員） 

│ 
調査対象 

（集落精通者） 

 

※民間事業者調

査による未回

収分 

 
農林水産省 

│ 
統計調査員 

│ 
調査対象 

（集落精通者） 

民間事業者による往

復郵送（オンライン

回収を含む。）又は

地方農政局等の職員

による自計調査 

（※回収できない調

査票は調査員調査に

よる自計調査又は面

接調査） 
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４ 調査の対象地域の範囲 

調査の対象地域の範囲は、全国とした。 

ただし、農林業経営体調査においては、東京電力福島第１原子力発電所の事故によ

る避難指示区域（平成 31年２月１日時点。以下「避難指示区域」という。）に全域が

含まれる福島県大熊町及び双葉町については調査を実施できなかったため、本調査結

果には含まれていない。 

また、農山村地域調査においては、避難指示区域に含まれる農業集落（75 集落）に

ついては調査を実施できなかったため、本調査結果には含まれていない。 

 

５ 調査事項 

(1) 農林業経営体調査 

ア 経営の態様 

イ 世帯の状況 

ウ 農業労働力 

エ 経営耕地面積等 

オ 農作物の作付面積等及び家畜の飼養状況 

カ 農産物の販売金額等 

キ 農作業受託の状況 

ク 農業経営の特徴 

ケ 農業生産関連事業 

コ 林業労働力 

サ 林産物の販売金額等 

シ 林業作業の委託及び受託の状況 

ス 保有山林面積 

セ 育林面積等及び素材生産量 

ソ その他農林業経営体の現況 

(2) 農山村地域調査 

ア 総土地面積・林野面積 

イ 地域資源の保全状況 

ウ その他農山村地域の現況 

 

６ 調査期日 

令和２年２月１日現在で実施した。 

 

７ 調査方法 

(1) 農林業経営体調査 

統計調査員が、調査対象に対し調査票を配布・回収する自計調査（被調査者が自ら

回答を調査票に記入する方法）の方法により行った。その際、調査対象から面接調査

（他計報告調査）の申出があった場合には、統計調査員による調査対象に対する面接

調査（他計報告調査）の方法をとった。 

なお、調査対象の協力が得られる場合は、オンラインにより調査票を回収する方法

も可能とした。 
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ただし、家畜伝染病の発生等に起因して統計調査員の訪問が困難な場合は、郵送に

より調査票を配布、回収する方法も可能とした。 

(2) 農山村地域調査 

市区町村調査については、オンライン（電子メール）又は往復郵送により回収する

自計調査の方法により行った。 

農業集落調査については、農林水産省が委託した民間事業者が郵送により調査票

を配布し、郵送又はオンラインにより回収する自計調査の方法により行った。また、

地方農政局等の職員が調査票を配布・回収した。 

ただし、民間事業者による調査で回答が得られない農業集落については、統計調査

員が調査票を配布し、回収する自計調査又は調査員による面接調査（電話調査による

聞き取りを含む。）の方法により行った。 

また、「最も近いＤＩＤまでの所要時間」については、民間の地図情報及び経路検

索技術を活用して、客観的に把握した。 

 

８ 2020年調査の主な変更点 

(1) 農林業経営体調査 

ア 調査対象の属性区分の変更 

2005年農林業センサスで農業経営体の概念を導入し、2015年調査までは、家族

経営体と組織経営体に区分していた。2020 年調査では、法人経営を一体的に捉え

るとの考えのもと、法人化している家族経営体と組織経営体を統合し、非法人の

組織経営体と併せて団体経営体とし、非法人の家族経営体を個人経営体とした。 

イ 調査項目の見直し 

(ｱ) 調査項目の新設 

ａ 青色申告の実施の有無、正規の簿記、簡易簿記等の別 

ｂ 有機農業の取組状況 

ｃ 農業経営へのデータ活用の状況 

(ｲ) 調査項目の削減 

ａ 自営農業とその他の仕事の従事日数の多少（農業就業人口の区分に利用） 

ｂ 世帯員の中で過去１年間に自営農業以外の仕事に従事した方の有無（専兼 

業別の分類に利用） 

ｃ 田、畑、樹園地の耕作放棄地面積 

ｄ 農業機械の所有台数 

ｅ 農作業の委託状況 

ｆ 農外業種からの資本金、出資金提供の有無 

(2) 農山村地域調査 

「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」（平成 31年法律第３号）第 28条

に基づき、市町村に対する森林環境譲与税の譲与基準として私有林人工林面積が用

いられることとなったため、市区町村調査票において、森林計画対象の森林面積の内

訳として、新たに人工林面積を把握した。 

 

９ 集計方法 

本調査は全数調査であることから、集計は有効回答となった調査票の単純積み上げ

により行った。 
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また、未記入の回答必須項目がある一部の調査票のうち、 

① 当該調査票の回答が得られた項目を基に補完することが可能な項目 

② ①以外の項目であっても、選択式の項目であり、特定の選択肢に当てはめて補

完することにより他の調査項目との不整合が生じない項目 

に限り、必要な補完を行った上で、有効回答となった調査票も集計対象とした。 

有効回答数については以下のとおり。 

 

区 分 
調査票 

配布対象数 

 

有効回答数 

農林業経営体調査 1,118,685 1,092,120 

農山村地域調査 

（市区町村調査） 
1,896 1,896 

農山村地域調査 

（農業集落調査） 
138,243 138,243 

注：１ 農林業経営体調査の「調査票配布対象数」とは、調査員が訪問し、面接により農林業経営体に該

当すると判定できた数である。 

２ 農林業経営体調査の「有効回答数」とは、「調査票配布対象数」のうち、適正に回答された調査票

を回収できた経営体数及び回答必須項目に一部未記入があっても、必要な補完を行った結果、回

答必須項目の未記入が全て解消された経営体数である。 

 

10 目標精度 

本調査は全数調査のため、目標精度は設定していない。 


